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貸 借 対 照 表 

(2020年3月31日現在) 
（単位：千円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

(資 産 の 部)  (負 債 の 部)  

流 動 資 産 76,455 流 動 負 債 9,513 

現 金 及 び 預 金 66,579 買 掛 金 425 

売 掛 金 9,201 未 払 金 2,666 

前 払 費 用 624 未 払 費 用 2,523 

そ の 他 49 未 払 法 人 税 等 45 

固 定 資 産 5,231 預 り 金 454 

有 形 固 定 資 産 1,928 前 受 金 880 

建 物 1,928 そ の 他 2,513 

無 形 固 定 資 産 1,839   

ソ フ ト ウ ェ ア 1,839 負 債 合 計 9,513 

投 資 そ の 他 の 資 産 1,464 (純 資 産 の 部)  

繰 延 税 金 資 産 1,464 株 主 資 本 72,173 

  資 本 金 5,000 

  資 本 剰 余 金 5,000 

  資 本 準 備 金 5,000 

  利 益 剰 余 金 62,173 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 62,173 

  繰 越 利 益 剰 余 金 62,173 

  （うち当期純利益） 16,277 

  純 資 産 合 計 72,173 

資 産 合 計 81,686 負債・純資産合計 81,686 
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個 別 注 記 表 
 

【 重要な会計方針に係る事項に関する注記 】 

 

１．中小企業会計指針の適用 

    この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。 

 

２．消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 

３．固定資産の原価償却方法 

    （１）有形固定資産 

        法人税法の規定により定額法を採用しております。 

        なお、取得価額１０万円以上２０万円未満の資産については、法人税法規定に基づく３年

均等償却をを採用しております。 

 

４．税効果会計の適用 

    法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。 
 


